
地域的に解決が求められている課題について、都道府県・指定都市教育委員会が中心になり、
アクションプランに基づき教育委員会と学校が連携して改善に向けた取組を展開

都道府県・指定都市教委に設置する協議会が地域の改善を牽引
（大学等の研究者や、事業に参加する市町村教育委員会、学校の教員等により構成）

小・中学校

事業開始時に明確な目標とこれを達成するための方策を設定し、
事業の終了後に取組の効果を検証

推進地域

支援・助言

市町村教育委員会
と連携・協力して
学校改善を支援

積極的な連携

優れたアクション

プランとその実践

例を基に、教育

施策の改善を図る

とともに、全国の

教育委員会や

学校等に普及

・課題に対応した授業・課題に対応した授業
改善のための指導方改善のための指導方
法の普及・実践法の普及・実践

・外部有識者の知見等を・外部有識者の知見等を
生かした教材の開発生かした教材の開発

・大学等を活用した学校・大学等を活用した学校
サポート体制の充実サポート体制の充実

（例）（例）

・専門的知見の活用・専門的知見の活用
・地域の状況に即した・地域の状況に即した
課題課題

・実践研究の指導・実践研究の指導

学力低位層を底上げし、より上位の層を増やすなどの全国的な課題を解決するためには、調査結果から明らかになった
様々な課題の改善に取り組むリーディングケースを確立することが急務。

【取り組む主な課題】 ①域内の学校が共通に有しており、地域的に解決が求められている課題
②地域的な事情等から個々の学校のみでは解決が困難な課題 など

全国学力・学習状況調査の結果を活用したアクションプランに基づき、教育委員会・学校等が連携しながら地域として学校
の教育活動等の改善に取り組む実践研究を実施し、その成果を基に教育施策の改善を図るとともに、成果の普及を図る 。

大学

支援・助言

【目的・ねらい】

【実施内容】

全国学力・学習状況調査の結果を活用した調査研究

（確かな学力の育成に係る実践的調査研究のメニューとして実施）

市町村教委

都道府県・指定都市教育委員会
（実施主体）

国

全国的な
教育水準の向上



確かな学力の育成に係る実践的調査研究確かな学力の育成に係る実践的調査研究

○すべての子どもたちに必要な学力を身に付けさせることは公教育の重要な責務である。本事業においては、子どもた
ちに必要とされる学力を育成するため、実践的な調査研究を実施する。また、その成果について検証を行い、モデル
ケースを普及することを通じて、確かな学力の育成に資する。

【趣旨】

学力向上実践研究推進事業学力向上実践研究推進事業

環境教育推進グリーンプラン環境教育推進グリーンプラン

学校図書館の活性化推進総合事業学校図書館の活性化推進総合事業

学力調査活用アクションプラン
推進事業

学力調査活用アクションプラン
推進事業

２１年度２１年度

もっと学校や地域の実情に
応じたテーマで、確かな学力
の育成にかかる取組を行え

ないか？

２２年度２２年度【事業概要】
確かな学力の育成に資する取組について、様々なテーマによるメ

ニューを設定し、学校設置者等が学校や地域の実情等に応じたテー
マを選択して調査研究を実施する。その先導的な取組事例を収集し、
成果の普及を図ることを通じて、国として教育委員会や学校の取組
を支援する。

【研究テーマ例】
○教育委員会や学校における調査研究＜都道府県等＞

・新学習指導要領の円滑な実施に向けた教材開発、指導方法
についての調査研究

・環境教育に関する取組を活用した調査研究
・学校図書館の有効な活用方法に関する調査研究
・全国学力・学習状況調査の結果を活用した調査研究

○NPO法人等学校以外の組織における調査研究

・わかりやすく魅力的な授業の在り方や指導方法を構築する
ための調査研究

確かな学力の育成に資する
事業をそれぞれ実施している
ため、成果の共有がされにく
い。

研究成果の検証、好事例の普及

メ
ニ
ュ
ー
化

メ
ニ
ュ
ー
化

確かな学力の育成



企画評価
委員会

確かな学力の育成に係る実践的調査研究 事務手続きについて

公募要領（メニュー内容）

委

託

要

綱

①新学習指導要領の実施
に向けた教材開発、指導方
法についての調査研究

②全国学力・学習状況調査
の結果を活用した調査研究

実施計画書
作成
（メニュー毎）

文部科学省
都道府県・政令指定都市
教育委員会

審査

③学校図書館の有効な活用
方法に関する調査研究

④環境教育に関する取組を
活用した調査研究

⑤教育の情報化に対応する
教員のサポート体制に関す
る調査研究

⑥民間やNPO等の発想・手

法を活用した、新しい授業・
指導方法を構築するための
調査研究

総
括
表
の
作
成

文部科学省

実施計画書
（修正）

事業実施

契
約※実施を希望する

メニューについての
み作成。

採択

１

２

３

４

５

審
査
結
果
の
通
知

都道府県・政令指定都市
教育委員会

※メニュー⑥については、
NPO法人等が契約の対象。

（参考２）


